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国立研究開発法人物質・材料研究機構 

出資業務実施規程 

令和２年３月１０日 

２０２０規程第１５号 

 

（目的） 

  第１条 この規程は、国立研究開発法人物質･材料研究機構（以下「機構」という。）

が行う出資業務について必要な事項を定め、出資業務の適正かつ円滑な実施に

資することを目的とする。 

 

（定義） 

  第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１）援助対象 NIMS ベンチャー  国立研究開発法人物質・材料研究機構 NIMS

ベンチャー援助等規程（平成１５年１月２３日 １５規程第２号）第２条

第３号に規定する NIMS ベンチャーのうち、同規程第９条第１項又は第２項

に定める援助措置を受けるものをいう。 

（２）株式等  株式（新株予約権を含む。）及び持分をいう。 

（３）出資業務  国立研究開発法人物質･材料研究機構法（平成１１年法律第１

７３号。以下「機構法」という。）第１５条第５号に規定する出資に係る

業務をいう。 

（４）経済的利益等  国立研究開発法人物質･材料研究機構利益相反マネジメン

ト規程（平成２９年７月１２日 ２９規程第４７号。以下、「利益相反マ

ネジメント規程」という。）第２条第４号に規定する経済的利益等をい

う。 

 

（出資の実施） 

  第３条 機構は、この規程の定めるところにより、援助対象 NIMS ベンチャーに対し、

出資を行うことができる。 

 

（出資の目的とする財産） 

  第４条 前条の出資の目的とする財産は、機構の財産である金銭又は有形固定資産（国

立研究開発法人物質･材料研究機構会計規程（平成１３年４月２日 １３規程

第１６号）第３９条第１号に定める有形固定資産をいう。以下同じ。）とす

る。 

    ２ 出資の目的とする金銭は、自己収入を原資とするものでなければならない。 

    ３ 出資の目的とする有形固定資産は、次のいずれかに該当するものでなければな

らない。 

（１）補助金等で購入された有形固定資産以外の有形固定資産 

（２）補助金等で購入された有形固定資産のうち、補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第２２条に定める各省

各庁の長の承認を受けたもの又はその処分制限期間を経過したもの。 

    ４ 出資の目的とする有形固定資産の価額は、鑑定評価等により適切に設定しなけ

ればならない。 

 

（出資限度） 

  第５条 第３条の出資の実施に当たっては、原則として、出資の相手方となる援助対象
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NIMS ベンチャー（以下「出資相手方」という。）の総株主若しくは総出資者の

議決権の過半数を取得し、又は保有しないものとする。 

 

（出資の申請） 

第５条の２ 援助対象 NIMS ベンチャーは、自社への出資を希望するときは、別に定める出

資申請書を外部連携部門スタートアップ支援室に提出するものとする。 

    ２ 外部連携部門スタートアップ支援室は、前項の出資申請書を受領したときは、

遅滞なく理事長に報告を行うものとする。 

 

（出資審査） 

  第６条 理事長は、前条第２項に定める報告を受けたときは、外部連携部門長に出資審

査の開始について指示を行うものとする。 

    ２ 外部連携部門長は、前項の指示を得たときは、出資相手方としての援助対象

NIMS ベンチャーの出資適格性について、外部専門機関への委託等による事前適

性調査を行い、その結果について理事長に報告するものとする。 

    ３ 前項の事前適性調査は、次に掲げる事項について行う。 

（１）事業計画に関する事項 

（２）技術的能力に関する事項 

（３）財務内容に関する事項 

（４）経営体制に関する事項 

（５）資金計画に関する事項 

（６）経営戦略に関する事項 

（７）事業の有望性に関する事項 

（８）市場性の展望に関する事項 

    ４ 理事長は、第２項の事前適性調査において当該援助対象 NIMS ベンチャーが出

資適格性を有すると認められるときは、次条に定める出資業務審査委員会に対

し、これへの出資の可否及び出資条件に関する審査を付託する。 

    ５ 理事長は、第２項の事前適性調査及び前項の審査の結果を踏まえ、理事会議に

おいて援助対象 NIMS ベンチャーに対する出資の可否及び出資条件を決定す

る。 

 

（出資業務審査委員会） 

  第７条 出資相手方の選定及び追加出資の決定に関する審査並びに議決権の行使、株式

等の処分その他出資業務の実施に関する重要事項の調査審議を行うため、機構

に出資業務審査委員会を置く。 

    ２ 出資業務審査委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（出資契約） 

  第８条 機構は、出資を行うに当たっては、出資相手方及びその経営株主と出資に関す

る契約（以下「出資契約」という。)を締結するものとする。 

    ２ 出資契約においては、原則として次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１）出資の目的となる財産及びその価額に関する事項 

（２）取得する株式等の種類、数及び割合に関する事項 

（３）出資の目的となる財産の引渡し条件に関する事項（表明保証に関する事項

を含む。） 

（４）出資相手方及び経営株主の義務に関する事項（株式上場努力義務に関する

事項を含む。） 

（５）出資相手方の経営状況、事業の進捗状況等の継続的把握に関する事項（第
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１１条第１項の規定による調査への協力に関する事項を含む。） 

（６）機構が保有する株式等に対する買取請求権に関する事項 

（７）機構が保有する株式等の処分その他の措置に関する事項（株式等の譲渡先

の紹介等に関する事項を含む。） 

（８）反社会的勢力の排除に関する事項 

（９）その他機構が必要と認める事項 

 

（株主間契約等） 

  第９条 機構は、出資相手方に機構以外の出資者又は出資予定者がいるときは、必要に

応じて、出資相手方、その経営株主及び当該出資者又は出資予定者との間で、

株主間契約又はこれと同種の契約（以下「株主間契約等」という。）を締結す

ることができる。 

 

（追加出資） 

 第１０条 機構は、出資相手方の経営状況、事業の進捗状況及びそれらに関する課題等を

継続的に把握した上で、適切と認められるときは、必要に応じ、追加出資を行

うことができる。 

    ２ 前項の追加出資を行うに当たっては、出資業務審査委員会において、追加出資

の可否及び出資条件に関する審査を行う。 

    ３ 追加出資の決定（その出資条件の決定を含む。）は、前項の審査の結果を踏ま

え、理事会議において行う。 

    ４ 第４条、第５条及び第８条第１項の規定は、この条の規定による追加出資に準

用する。 

 

（出資相手方等への調査） 

 第１１条 機構は、出資後において、出資相手方が次の各号のいずれかに該当する場合に

は、当該各号に掲げる事項に関し、出資相手方への調査を行わなければならな

い。 

（１）経営又は事業の遂行に重大な支障が生じた場合  当該支障の内容及び程

度 

（２）出資者たる機構への信義に著しく反する行為があった場合  当該背信行

為の内容及びそれが及ぼす影響 

（３）その他重要と認められる事項があった場合  当該重要事項の内容及びそ

れが及ぼす影響 

    ２ 機構は、第三者から機構が保有する株式等の譲受けを希望する旨の申出があっ

た場合において、必要と認めるときは、当該第三者及びその申出に関する調査

を行うものとする。 

    ３ 機構は、前二項の調査の結果を踏まえ、必要と認めるときは、第１３条の規定

による株式等の処分その他の必要な措置を講じるものとする。 

 

（議決権の行使） 

 第１２条 機構が出資者として行う議決権の行使のうち重要なものについては、理事会議

において決定する。 

    ２ 前項の決定に当たっては、次に掲げる事項について、出資業務審査委員会に調

査審議させることができる。 

（１）議決される事案の内容等に関する事項 

（２）当該議決による出資相手方の経営又は事業の遂行への影響に関する事項 

（３）当該議決に伴う機構の運営等への影響に関する事項 
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（４）その他議決権の行使に関する決定のために必要な事項 

 

（株式等の処分） 

 第１３条 機構は、株式上場等によって公正価格によりその売却が可能となったとき及び

出資相手方の経営状況、事業の進捗状況等を勘案して適当と認めるときは、機

構が保有する株式等を処分することができる。 

    ２ 株式等の処分については、理事会議において決定する。 

    ３ 前項の決定に当たっては、次に掲げる事項を出資業務審査委員会に調査審議さ

せ、当該調査審議の結果を踏まえ、処分の可否、処分の方法その他の必要な事

項を決定するものとする。 

（１）出資相手方である援助対象 NIMS ベンチャーにおける機構の成果の普及及び

活用の促進の達成状況に関する事項 

（２）当該株式等の処分が出資相手方の経営及び事業の遂行に及ぼす影響に関す

る事項 

（３）処分する株式等の種類、数量及び割合に関する事項 

（４）処分する株式等の譲渡先及び譲渡の価額その他の条件に関する事項 

（５）その他株式等の処分に関し必要な事項 

    ４ 前項の規定にかかわらず、機構は、出資相手方が上場したとき又は出資契約若

しくは株主間契約等に基づく買取請求権若しくは売却請求権を行使するとき

は、出資業務審査委員会の調査審議を省略することができる。 

 

（上場後の株式等の取扱い） 

第１３条の２ 機構は、援助対象 NIMS ベンチャーが上場したのちになおその株式等を保有

するときは、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）等関係法令を遵守す

るとともに、当該株式等の価値に係る経済的合理性、援助対象 NIMS ベンチャ

ーへの支援の必要性等を総合的に勘案し、適切に管理又は処分を行うものす

る。 

 

（出資業務管理者） 

 第１４条 出資業務の適正かつ円滑な実施に資するため、機構に出資業務管理者を置く。 

    ２ 出資業務管理者は、外部連携部門スタートアップ支援室長をもって充てる。 

    ３ 出資業務管理者は、次に掲げる業務を行う。 

（１）出資相手方の選定に必要な情報資料の収集・分析 

（２）出資に関する相談への対応 

（３）出資相手方の経営状況、事業の進捗状況等に関する調査把握 

（４）出資相手方である援助対象 NIMS ベンチャーへの援助業務に関する助言 

（５）出資業務審査委員会の運営に関する援助・助言 

（６）その他出資業務及びこれに附帯する業務の管理等に関し必要な業務 

 

（利益相反マネジメント） 

 第１５条 出資業務の実施に伴い生じる機構の役職員の利益相反については、利益相反マ

ネジメント規程の定めるところにより、適切に管理するものとする。 

 

（事務） 

 第１６条 出資業務の実施に関する事務は、外部連携部門スタートアップ支援室において

処理する。 

    ２ 出資業務の実施に関する事務に従事する職員は、出資相手先である援助対象

NIMS ベンチャーとの間で経済的利益等が生じる場合には、当該出資相手方への
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出資に関連する事務に関与してはならない。 

 

（雑則） 

 第１７条 この規程に定めるもののほか、出資業務の実施に関し必要な事項は、別に定め

ることができる。 

 

 

附 則 

この規程は、令和２年３月１０日から施行する。 

附 則（令和４年４月２６日 ２０２２規程第２２号） 

この規程は、令和４年５月１日から施行する。 

附 則（令和４年８月２３日 ２０２２規程第３９号） 

この規程は、令和４年９月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月１４日 ２０２３規程第８１号） 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年８月２９日 ２０２３規程第１０２号） 

この規程は、令和５年９月１日から施行する。 

附 則（令和６年６月１１日 ２０２４規程第３３号） 

この規程は、令和６年７月１日から施行する。 

附 則（令和８年３月１８日 ２０２６規程第３４号） 

この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年４月２１日 ２０２６規程第４９号） 

この規程は、令和８年４月２１日から施行し、令和８年４月１日から適用す

る。 


